
愛媛の地酒需要喚起事業委託業務企画提案募集
（プロポーザル）実施要領
１　目的

この要領は、愛媛の地酒需要喚起事業委託業務を実施するにあたり、企画提案参加方法及び選定方法について必要な事項を定める。
なお、本業務は、愛媛県の令和６年度２月補正予算の成立を経て実施するものであり、事業の中止や内容の変更もあるので留意すること。
２　委託業務の概要
（１）業務名
愛媛の地酒需要喚起事業委託業務
（２）業務内容
別紙『愛媛の地酒需要喚起事業委託業務仕様書』のとおり

（３）業務期間
契約締結日から令和８年１月31日（土）まで
（４）委託料上限額
13,904千円以内（消費税及び地方消費税並びに当事業に係る一切の経費を含む。）

３　参加資格要件

（１）愛媛県競争入札参加資格者名簿に登録されていること。（もしくは、企画提案書提出時までに登録が予定されていること。）
（２）地方自治法施行令第167条の４の規定（一般競争入札参加者の資格）のいずれにも該当しない者であること。

（３）国または地方自治法から競争入札の参加資格停止を受けていない者であること。

（４）銀行取引停止処分を受けてない者であること。

（５）会社更生法に基づく更生手続開始の申立て、民事再生法に基づく再生開始の申立て及び破産法に基づく破産手続開始の申立てがなされていない者であること。

（６）宗教活動や政治活動を主たる目的とする団体、暴力団若しくは暴力団員の統制の下にある団体ではないこと。

（７）愛媛県内に本社、支社又は営業所を有し、愛媛県と緊密な連絡体制が構築できること。
４　スケジュール

（１）参加申込受付
令和７年３月14日（金）～３月24日（月）※詳細は「５(１)参加申込」のとおり
（２）質問受付
令和７年３月14日（金）～３月24日（月）※詳細は「５(２)質問及び回答」のとおり
（３）企画提案書等受付
令和７年３月14日（金）～４月14日（月）※詳細は「５(３)企画提案書等」のとおり
（４）審査
令和７年４月中旬〔予定〕※詳細は「６　審査」のとおり

（５）審査結果の通知
令和７年４月下旬〔予定〕
５　企画提案について

（１）参加申込
　 　　 企画提案に参加しようとする事業者は、次により「参加申込書（様式１）」を提出すること。
ア 提出期限　令和７年３月24日（月）　17時15分（必着）
イ 提出方法　メール（件名は、愛媛の地酒需要喚起事業委託業務参加申込とすること。）
ウ 提出先　「９　問い合わせ先・提出先」
（２）質問及び回答
　　　　企画提案に係る質問がある場合は、次により「質問書（様式２）」を提出すること。なお、質問及び回答は参加申込事業者全員に行う。ただし、質問及び回答の内容が質問者の具体的な提案事項に密接に係わるものについては、質問者に対してのみ回答する。
ア 提出期限　令和７年３月24日（月）　17時15分（必着）
イ 提出方法　メール（件名は、愛媛の地酒需要喚起事業委託業務質問とすること。）
ウ 提出先　「９　問い合わせ先・提出先」
（３）企画提案書等
　　　　企画提案に参加する事業者は、次により資料を提出すること。なお、規格は日本工業規格Ａ４とする。
ア 提出資料
　　　（ア）企画提案書（様式３）
　法人(団体)の概要、過去の類似委託業務の実施実績、業務執行体制等を含む。

(1)  企画提案書に付帯する資料（様式自由）

委託業務仕様書に基づいた企画提案（A4両面印刷10ページ以内）を記載すること。

(ウ) 見積書（様式自由）
提案内容の実施に直接必要な経費を詳細かつ具体的に記載すること。
　　　 (エ) 誓約書（様式４）

イ 提出部数　８部(うち正本１部)

ウ 提出期限　令和７年４月14日（月） 17時15分（必着）
エ 提出方法　郵便又は持参 
オ 提出先　「９　問い合わせ先・提出先」
カ その他　
・提出された書類は返却しない。なお、提出された書類は必要に応じて複写するこ
とがあるが、使用は本業務での検討に限る。
・企画提案書提出期限後の再提出及び差替えは、原則認めない。ただし、県から書類の不足・不備の保管、内容不明点の確認のほか、必要に応じ、追加書類の提出を求める場合がある。

６　審査
（１）審査方法

愛媛県が別途設置予定の審査会により、（３）審査基準に基づき、提出された企画提案書をもとに審査を行う。
審査は、書面審査又は企画提案者によるプレゼンテーション（オンライン）により審査・評価を行った後、最低基準を満たし、かつ最も優れた提案内容を行った者を契約候補者として選定する。
（２）プレゼンテーションを実施する場合

① 実 施 日：令和７年４月中旬（予定）オンラインでの実施

② 持ち時間：30分（説明15分・質疑応答15 分）（予定）

③ 順    番：５（１）参加申込書の受付順とする。

④ そ の 他：

・プレゼンテーションは、提出期限までに提出した「企画提案書（様式３）」での説明とし、プレゼンテーションでの追加資料の提出や新たな提案は認めない。

・プレゼンテーションは、WEB会議アプリケーション「ZOOM」を利用し、県が企画提案者を招待する形で実施する。企画提案者は事前に「ZOOM」を利用できるよう必要な準備を行うこと。

・審査会は、非公開とする。また、企画提案者は他の提案者のプレゼンテーションを視聴することはできない。

・プレゼンテーションの実施日時及び実施内容等の詳細は別途通知する。

・応募者が５者以上のときは、プレゼンテーションに先立ち、審査会において書面による事前審査を行い、当該審査を通過した者のみを対象とする。なお、プレゼンテーション参加の可否については、企画提案者に対し、事前にお知らせする。
（３）審査基準

最優秀提案者の選定にあたっては、別紙「審査基準」に基づいて、総合的に審査・評価し選定する。
（４）審査結果の通知

審査結果は、全ての提案者に書面で通知する。審査結果についての異議申し立ては認めない。
７　契約の方法
（1） 契約については、選定された企画提案内容を直ちに契約内容とするものではなく、最優秀提案者と企画提案内容に沿って協議等を行い、協議が整った場合に、契約候補者から見積書を徴し、県が定めた予定価格の範囲内で契約を締結する。その際、提出された企画提案内容の一部を変更する場合がある。
（2） 最優秀提案者が正当な理由なく契約を締結しないとき、又は協議が整わなかったときは、その選定を取り消すとともに、審査で次点となった者を最優秀提案者とし、契約内容についての協議等を行った上で、契約を締結する。
（3） 愛媛県会計規則（昭和45年愛媛県規則第18号）の規定に準じること。
８　その他
（１）応募に関して必要な費用は、全て提案者の負担とする。
（２）本要領に定める事項に違反した場合や不正な行為が行われた場合は失格とする。
（３） 提案内容に含まれる第三者の権利の対象となっているものを使用した結果生じた責任は、提案者が負う。
９　問い合わせ先・提出先
愛媛県 経済労働部 産業支援局 経営支援課 地域産業係　梅木、伊藤
〒790-0001　愛媛県松山市一番町4-2　NTT愛媛ビル2棟
　　　　　電　話：089－912－2484　　ＦＡＸ：089－912－2479
メールアドレス：keieishien@pref.ehime.lg.jp
別　紙
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